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平成１４年５月１３日資料１

市町村の合併の手続について

市町村の合併の一般的な手続は、おおむね次のようになっています。

法第３条第１項）合併協議会の設置 （合併特例

合併しようとする市町村は、地方自治法第252条の２第１項の規定により、合併協議会を設

置し、市町村建設計画の作成その他市町村の合併に関する協議を行います。

（地方自治法第７条第１項、第５項）関係市町村による申請

合併しようとする市町村は、当該市町村の議会の議決を経て、知事に申請を行います。

（地方自治法第７条第１項、第２項）知事による決定

知事は、関係市町村による申請に基づき、県議会の議決を経て、市町村の合併を定めま

す。

市が関係する合併の場合や、合併により市が新たに置かれることになるときは、あらかじめ

総務大臣に協議し、その同意を得る必要があります。

地方自治法第７条第１項、第６項、第７項）総務大臣への届出及び告示等 （

知事は、市町村合併を定めたときは、直ちにその旨を総務大臣に届け出ます。

総務大臣は、この届出を受理したときは、直ちにその旨を告示するとともに、これを国の関

係行政機関の長に通知します。

なお、市町村の合併の処分は、総務大臣の告示によりその効力を生じます。



市町村合併の手続の概要

Ｂ村長A市長 合併に関する事前協議等

A市議会の合併協議会設置の議決 議会の合併協議会設置の議決B村

Ａ 市 Ｂ 村合併協議会の設置

＊協議会設置について知事へ届出

＊協議会規約等の告示

合併に係る協議 市町村建設計画に係る協議

（協議事項） ①計画案について知事に事前協議

合併の是非、合併の時期･形態 ②知事から協議に対する回答

合併特例法の特例事項の適用等 ③計画を定め知事に送付

④知事から総務大臣に計画を送付

○合併に係る協議が整った後の手続です。

Ａ市議会の合併の議決 Ｂ村議会の合併の議決

A 市 合併申請書の作成 Ｂ 村

総務大臣へ協議（合併と同時かそれ以前に行わ 知事

総務大臣から回答なければならない議決）

市町村議会の議員の定数・在任

※上記の協議と回答は市のの特例、農業委員会の委員の任 県議会の議決

廃置分合の場合のみ期等の特例、財産処分、地域審議

会の設置（合併特例法第５条の４ 知事の決定

＊総務大臣への届出第３項、第６条第８項、第７条第４

項、第８条第４項、地方自治法第７ 総務大臣告示、Ｃ市、（合併の効力の発生)

条第５項）



平成１４年５月１３日資料２

合併協議会における協議事項について

合併協議会は、市町村建設計画の作成のほか、合併の方式、合併の期日をはじめ、合併

協定書に関する下記の項目等の協議を行う必要があります。

合併特例法に規定されている① 合併協定項目１（基本的協議事項） ② 合併協定項目２ (

特例を適用するか否かを協議しなければならない事

項）

１ 合併の方式 ６ 地域審議会の設置の取扱い

２ 合併の期日 ７ 議会の議員の定数及び任期の取扱い

３ 新市の名称（新設合併の場合） ８ 農業委員会の委員の任期等の取扱い

４ 新市事務所の位置（新設合併の ９ 地方税の取扱い

場合） 10 一般職の職員の身分の取扱い

５ 財産及び公の施設の取扱い

③ 合併協定項目３（その他必要な協議事項）

11 特別職の職員の身分の取扱い 17 事業費補助金等の取扱い

12 条例、規則等の取扱い 18 町・字の区域及び名称の取扱い

13 組織及び機構の取扱い 19 国民健康保険事業の取扱い

14 一部事務組合等の取扱い 20 消防団の取扱い

15 使用料、手数料等の取扱い 21 慣行の取扱い（市章、市の花・木・鳥等）

16 公共的団体（補助団体を含む） 22 各種事務の取扱い

等の取扱い 23 その他必要と認められる事項

④ 市町村建設計画



１ 合併協定項目について

（１）合併の方式

合併の方式は 「新設合併」と「編入合併」の二つの方式があり、どちらの方式による、

かを協議します。

「新設合併」は、合併特例法第２条第１項でいう「２以上の市町村の区域の全部若しく

は一部をもって市町村を置く」ケースで、Ａ町とＢ町を廃してその区域をもってＣ市を設

置するような場合が該当し、合併前の市町村の法人格の消滅と、新たに置かれる市町村の

法人格の発生が伴います。

「編入合併」は、合併特例法第２条第１項でいう「市町村の区域の全部若しくは一部を

他の市町村に編入する」ケースで、Ｄ町を廃し、その区域をＥ市に編入する場合がこれに

該当します。編入合併の場合には、編入する市町村の法人格は、合併によって何ら影響を

受けず、その区域の全部又は一部が編入される市町村は、多くはその法人格が消滅しま

す。

どちらの方法をとるかにより、合併に係る事務手続も大きく変わってきますので、合併

関係市町村の規模や状況、合併に向けての経過等を踏まえつつ、優先して検討される事項

です。

（２）合併の期日

市町村の合併に係る協議を始めてから、総務大臣の告示により最終的に合併の効力が発

生することになるまでには、市町村建設計画の作成や、その他市町村の合併に関する様々

な協議事項の決定、合併関係市町村の住民の間における合意形成、あるいは合併関係市町

村の議会や県議会の議決など、かなりの時間を必要とします。

また、協議会の協議の進捗状況、首長・議会議員の任期、合併関係市町村から合併市町

村への事務事業の移行や引継ぎ等に支障のない時期を選ぶという配慮も必要となるため、

合併の時期については、ある程度の余裕を持って慎重に選定しなければなりません。

なお、合併期日が平成１７年４月１日以降になる場合は合併特例法は適用されません。

【合併の期日について】

昭和４０年４月１日から平成１３年１２月１日までに全国で市町村合併が行われた件数は、１５

３件ですが、そのうち、年度が替わる４月１日に合併を行った件数は、４０件です。

４月１日以外の合併では、１月１日、５月１日、１１月１日など 「１日」に合併したケースが多、

いですが、３月３日、３月３１日、１０月１６日など、月の途中に行ったケースもあります。

４月１日に合併するとした場合は、次のことに留意する必要があります。

① 年度替りの事務量（従来の事務と新市町村の事務）が膨大となること。

② 合併による法人格消滅に伴う決算については、出納整理期間はなく、即日決算であること。

③ 年度末には、国・県支出金の受入れなどが集中するなど、収入・支出の件数も多

く暫定予算の調製の上で細かな注意を要すること。

④ 合併する年度の新規採用者についても、採用試験について協議する必要があること。

一方、例えば３月３１日に合併した場合には、１日限りの暫定予算を調製する必要があります。



（３）新市町村の名称

新設合併の場合には、合併市町村の名称を決める必要があります。

（４）新事務所（市役所）の位置
新設合併の場合は、条例で新たに事務所の位置を定めます（地方自治法第４条第１

項 。）

事務所の位置については、住民の利用に最も便利であるように、交通の事情、他の官公

署との関係等について適当な配慮を払わなければなりません（地方自治法第４条第２項）

（５）財産及び公の施設の取扱い
市町村の合併が行われた場合において、財産処分を必要とするときは、合併関係市町村

が協議してこれを定めます（地方自治法第７条第４項 。）

原則的には、合併関係市町村が持っていた財産（土地、建物、債権、債務など）は、す

べて合併市町村が引き継ぐこととし、公の施設についても、合併市町村の公の施設として

設置することになります。

財産処分に係る協議については、合併関係市町村の議会の議決を経なければなりません

（地方自治法第７条第５項 。）

なお、市町村の財産には、次のようなものがあります。

① 公有財産

・不動産、動産、用益物権、無体財産権、有価証券等

② 物品

③ 債権

④ 基金

（６）地域審議会（合併特例法第５条の４）
合併関係市町村は、地域審議会を設置するかどうか、設置する場合、これを組織する構

成員の定数、任期、任免などの組織や運営に関する事項を協議して定めます。

この協議については、合併関係市町村の議会の議決を経て、その内容を告示する必要が

あります。

（７）議会の議員の定数及び任期の特例に関する取扱い（合併特例法第６条、

第７条）

合併市町村の議会の議員については、定数に関する特例や在任に関する特例が定められ

ており、これらの特例措置の取扱いについて協議します。

この協議については、合併関係市町村の議会の議決を経て、その内容を告示する必要が

あります。



（８）農業委員会の委員の任期等に関する取扱い（合併特例法第８条、農業委

員会等に関する法律第３４条）
農業委員会の委員についても、任期等に関する特例が認められており、これらの特例措

置の取扱いについて協議します。

この協議については、合併関係市町村の議会の議決を経て、その内容を告示する必要が

あります。

（９）地方税の取扱い（合併特例法第１０条）

次のような場合には、不均一の課税をするかどうか、また、不均一課税をする場合に

は、その税目や実施時期等について協議します。

ア 合併関係市町村の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡がある場合

イ 合併市町村が合併関係市町村から継承した財産の価格又は負債の額について、合併

関係市町村の間において著しい差異があるため、合併市町村の全区域にわたって均一

の課税をすることが著しく衡平を欠くこととなると認められる場合

（１０）一般職の職員の身分に関する取扱い（合併特例法第９条）

市町村の合併により消滅する合併関係市町村に現に在職する一般の職員（合併関係市町

村職員）は、当該市町村の法人格が消滅してしまうため、法律的には失職してしまうこと

になります。このような不合理を避けるため、合併特例法においては、合併関係市町村は

合併の際、その職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置しな

ければならないとされています（法第９条 。その際には、次のような協議が必要になり）

ます。

ア 新設合併の場合

合併前後において、職員の任免、給与その他の身分取扱いについて、不均衡を生じない

ように協議します。

イ 編入合併の場合

編入される市町村の職員について、編入する市町村の職員の任免、給与その他の身分取

扱いについて、均衡を図るように協議します。

職員の身分の引継ぎは、合併関係市町村における協議によるとされているため、合併協

議会において協議する必要があります。

その協議により、消滅する合併関係市町村の職員が直ちに合併市町村の職員となるもの

でなく、合併期日において、改めて「身分を保有する措置」として任命行為を行う必要が

あり、編入した市町村長又は新設合併における合併市町村長の職務執行者などの任命権者

が辞令交付を行う必要があります。



（１１）特別職の職員の身分の取扱い

合併関係市町村の長、助役、収入役、行政委員会等の委員など特別職の職員の身分につ

いては、次のようになります。

ア 新設合併の場合

特別職の職員については、全員失職し、合併市町村において新たに選任（選挙）されま

す。

イ 編入合併の場合

編入する市町村の特別職の職員の身分は変動しませんが、編入される市町村の特別職の

職員は全員失職します。

（１２）条例、規則等の取扱い

合併関係市町村の条例、規則等の取扱い及び合併市町村の条例、規則等の取扱いは、次

のようになります。

ア 新設合併の場合

新設合併の場合は、合併関係市町村は消滅するため、その条例、規則等は、失効しま

す。

この場合、合併市町村の長の職務執行者は、必要な事項について合併市町村の条例、規

則等が制定施行されるまでの間、従来その地域に施行されていた条例、規則等を合併市町

村の条例、規則等として当該地域において引き続き施行することができます（地方自治法

施行令第３条 。）

また、必要に応じて、合併市町村の長の職務執行者は、専決処分により新しい条例を制

定施行することもできます。

したがって、合併後に、どの条例、規則等を暫定適用するのか、また、どの条例、規則

等を新たに制定施行するのか、協議する必要があります。

イ 編入合併の場合

編入される市町村の条例、規則等は失効し、編入する市町村の条例、規則等が適用され

ることになります。

ただし、あらかじめ合併協議会の場で地方税の不均一課税の取扱い等について協議し

ていた場合には、編入する市町村の条例、規則等についても、一部改正を行う必要が生じ

ることがあります。

（１３）組織及び機構の取扱い

組織及び機構は、次のように取り扱うこととなります。

ア 新設合併の場合

新設合併の場合は、合併関係市町村は消滅するため、その組織、機構も消滅することに

なります。

合併市町村の組織、機構については、地方自治法や各種行政組織に関する法令等によ

り、合併市町村の長の職務執行者が設置しますが、合併後の円滑な行政執行のため、あら

かじめ協議しておく必要があります。



イ 編入合併の場合

編入される市町村の組織、機構は消滅し、編入する市町村がその事務を引き継ぐことに

なるため、円滑に引き継ぐための措置を講じるとともに、機構改革等についても協議する

必要があります。

また、支所又は出張所を設ける場合には、条例でその位置、名称及び所管区域を定めな

ければなりませんが（地方自治法第１５５条第２項 、合併関係市町村間であらかじめ協）

議し、所要の手続を進める必要があります。

【組織及び機構の設置根拠法令等】

組織及び機構 設置根拠法令等

議会の事務局等 地方自治法第１３８条

市町村長の事務部局 地方自治法第１５８条第７項に基づく条例

出納員等 地方自治法第１７１条第１項

選挙管理委員会の書記等 地方自治法第１９１条第１項

監査委員の事務局等 地方自治法第２００条に基づく条例

人事委員会又は公平委員会 地方公務員法第１２条

の事務局等

教育委員会の事務局等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１８条

及びこれに基づ＜規則

（１４）一部事務組合等の取扱い

合併関係市町村が構成団体となっている一部事務組合又は広域連合（地方自治法第２８

４条）については、構成団体に変動が生じるので、その取扱いについて他の構成団体と協

議する必要があります。

なお、構成団体が合併関係市町村と同一の場合は、当該事務は合併市町村の事務となり

ます。

（１５）使用料、手数料等の取扱い
合併関係市町村の間で、同一目的の施設の使用料や同一種類の事務の手数料が異なって

いる場合は、その取扱いについて協議します。

なお、使用料、手数料等については条例等で定められているので、新設合併の場合や編

入合併において従来の取扱いを変更するような場合には、合併市町村の発足と同時に新た

な条例が施行されるよう、準備を進めておかなければなりません。これらの協議・調整は

住民間の負担の公平を確保し、住民に不利益にならないことを基本として行われる必要が

あります。



（１６）公共的団体（補助団体を含む）等の取扱い

合併関係市町村の区域内の公共的団体等は、合併市町村の一体性の速やかな確立に資す

るため、その統合整備を図るよう努めなければならないとされていることから（合併特例

法第１６条第８項 、その取扱いについて協議します。）

（１７）事業費補助金等の取扱い

合併関係市町村が交付してきた様々な補助金、交付金等について、それぞれの内容を整

理し、その必要性を検討するとともに交付先や交付基準等の調整をします。

（１８）町・字の区域及び名称の取扱い
市町村の区域内の町・字の区域の設定若しくは廃止又は町・字の区域若しくは名称を変

更しようとする場合は、市町村長が当該市町村の議会の議決を経てこれを定め、知事に届

け出ることが必要です （地方自治法第２６０条第１項）。

合併の際に、これを行おうとする場合は、あらかじめ協議しておきます。

なお、町又は字の名称については、合併市町村内において重複がないように配慮する必

要があります。

（１９）国民健康保険事業の取扱い
市町村が保険者となり運営している国民健康保険について、合併関係市町村の間で保険

給付の内容や保険料が異なっている場合は、合併市町村の住民の間で不均衡が生じないよ

うにします。

なお、国民健康保険税の制度を採用している場合は、合併特例法第１０条による不均一

課税をとることができ、保険料制度の場合にも、同様の措置をとることが可能です。

（２０）消防団の取扱い

合併関係市町村の間で、消防団の組織、団員の身分取扱いなどが異なっている場合は、

その円滑な統合に向けた協議を行います。

（２１）慣行の取扱い

市町村民憲章、市町村の歌、市町村の花・木・鳥、各種宣言、各種行事などの慣行につ

いては、その取扱いを協議し、合併市町村にふさわしいものとしていく必要があります。

（２２）各種事務の取扱い

上記の項目のほか、保健衛生、福祉、教育文化、産業振興、電算システム事業の取扱い

など行政のあらゆる分野における事務事業の取扱いについて、合併市町村の間で調整が必

要となります。

これらは、住民生活に大きな影響を及ぼすものですから、その取扱いについては、急激

な変化を与えることのないように十分に留意するとともに、できるだけ早く合併市町村の

一体性を確保していくことができるように必要な調整を行って行かなければなりません。



２ 市町村建設計画について

市町村建設計画は、市町村の合併に際し、合併関係市町村の住民に対して合併市町村の

将来に関するビジョンを示し、これによって住民が合併の適否を判断するという、いわば

合併市町村のマスタープランとしての役割を果たすものです。

また、市町村建設計画を基礎として、様々な財政措置が講じられることとなっていま

す。

（１）市町村建設計画の内容（合併特例法第５条）

市町村建設計画の具体的な内容は、合併協議会において合併関係市町村の自主的な判断

により決定されるものですが、合併特例法には、計画に盛り込むべき事項が例示されてい

ます。

ア 合併市町村の建設の基本方針（合併特例法第５条第１項第１号）

新設合併の場合には、当該合併市町村が将来進むべき方向及び行財政運営の基本等につ

いて、編入合併の場合には、編入される区域について当該区域が合併後において果たす役

割及び合併市町村における位置付け等について定めます。

イ 合併市町村又は県が実施する合併市町村の建設の根幹となるべき事業に関する事項

（合併特例法第５条第１項第２号）

合併市町村の建設方針を実現するための事業について大綱を定めるものであり、平成７

年の合併特例法の改正により、合併市町村が実施する事業のみならず、合併市町村を包括

する都道府県（関係都道府県）が実施する事業についても市町村建設計画の中に定められ

ることとされ、関係都道府県が実施する事業の位置付けが明確にされました。

合併市町村が市町村建設計画に基づいて実施する一定の事業に要する経費及び一定の基

金の積立てに要する経費については財政措置が講じられることから、市町村建設計画の中

では、合併市町村の建設の根幹となる個々の事業について明確にしておくことが必要とな

ります。

ウ 公的施設の統合整備に関する事項（合併特例法第５条第１項第３号）

支所、出張所の統廃合、小中学校の統廃合など合併市町村の公共的施設の統合整備につ

いて定めます。公共施設は特に住民生活と関わりが深いものですから、統合整備による住

民生活への影響にも十分配慮するとともに地域の特性や地域間のバランス、あるいは合併

市町村の財政事情等も配慮した上で、検討することが求められます。

エ 合併市町村の財政計画（合併特例法第５条第１項第４号）

合併後概ね５～１０年程度の期間について定めます。



（２）市町村建設計画の対象事業

市町村建設計画に基づいて行う事業には、地方債（合併特例債）を活用することができ

ます（合併特例法第11条の２ 。この起債は、合併後10か年度、市町村建設計画に基づく）

特に必要な事業の経費に充てられるもので、充当率95％、元利償還金の70％を普通交付税

で措置することとされています。

また、過疎地域市町村を含む市町村の合併があった場合には、過疎対策事業が引き続き

円滑に実施できるよう、合併市町村が過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項の要件及

び施行規則に定める要件に該当しない場合でも、当該市町村の区域のうち旧過疎地域市町

村の区域を過疎地域とみなして過疎地域自立促進特別措置法が適用されます。

したがって、合併特例債と合わせて過疎債を活用することにより、合併市町村内のそれ

ぞれの地域の特性に応じたまちづくりを行うことが考えられます。

（３）市町村建設計画作成の手順（合併特例法第５条第３項～第９項）

市町村建設計画の作成・変更手続は、合併特例法第５条第３項～第９項で規定されてい

ます。作成は合併協議会が行いますが、変更は、合併前は合併協議会が、合併後は合併市

町村が行うこととされています。

手続の概要は、次のとおりです。

合併協議会（合併市町村）は、市町村建設計画の原案（改正案）を作成する。

合併協議会（合併市町村）は、都道府県知事に対し、事前協議を行う。

事前協議終了後、合併協議会（合併市町村）は、都道府県知事に正式協議を行う。

都道府県知事が異議ない旨の回答を行う。

（合併協議会が作成・変更する場合） （合併市町村が変更する場合）

合併市町村の議会が議決する。

※地域審議会が置かれている場合は、

あらかじめ地域審議会の意見を聴

く。

合併協議会（合併市町村）は、市町村建設計画を定め（変更し 、総務大臣及び）

都道府県知事に送付する。

総務大臣は、市町村建設計画を国の関係行政機関の長に送付する。
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新設合併と編入合併の比較

新 設 合 併 編 入 合 併
２以上の市町村の区域の全部又は一部 市町村の区域の全部又は一部を他の市町村に
をもって市町村を置くことで市町村の 編入することで市町村の数の減少を伴うもの定 義
数の減少を伴うもの

新たに法人格が発生する。 編入する市町村の法人格が継続する。法 人 格
新たに定める。 編入する市町村の名称とすることが多いが、新合併市町村の

たに定めることができる。名 称
新たに定める。 通常は、編入する市町村の事務所の位置とな事務所の

る。位 置
消滅する合併関係市町村の長は、失職 編入する市町村の長は変わらず、編入される市町村の長
する。 （消滅する）市町村の長は失職する。
消滅する合併関係市町村の議会の議員 編入する市町村の議会の議員は在任し、編入原
は、失職する。合併市町村の法定数に される（消滅する）市町村の議会の議員は失職
よる設置選挙を行う。 する。（合併による著しい人口増の場合は増員則

選挙を行う。）
次のいずれかによることができる。 次のいずれかによることができる。
① 設置選挙においては、新設合併の特 ① 編入される合併関係市町村ごとに選挙区を

例定数（法定数の２倍まで）とする。 設け、その選挙区ごとに、人口に応じた定数議会の 特
② 合併関係市町村の議会の議員で合 を増加配分し、増員選挙を行う。更に、これに議 員

併市町村の議会の議員の被選挙権を 続く一般選挙においてもこの特例定数をとる
有することとなるものは、最長２年間 ことができる。
在任する。 ② 編入される市町村の議会の議員で合併市

町村の議会の議員の被選挙権を有すること
となるものは、編入する市町村の議会の議員

の残任期間だけ在任する。この場合、更に最例
初の一般選挙において編入合併の特例定数
をとることができる。

消滅する合併関係市町村の委員（選挙 編入する市町村の委員はそのまま在任し、編農 業 委 員 原
による委員、選任による委員）は、すべ 入される（消滅する）市町村の委員はすべて失会の委員
て失職する。 職する。（合併市町 則
合併関係市町村の選挙による委員のう 編入される（消滅する）市町村の選挙による委村に１つの
ち、合併市町村の農業委員会の委員の 員のうち、合併市町村の農業委員会の委員の委 員 会 を 特
被選挙権を有することとなるものは、10 被選挙権を有することとなるものは、40人まで置く場合）
～80人の範囲で、１年以内の間、在任で の範囲で、編入する市町村の委員の在任期間例
きる。 在任できる。

合併関係市町村の職員は、全員失職す 編入する市町村の特別職の職員は在任し、編特 別 職
る。（新たに選任する。） 入される（消滅する）市町村の特別職の職員はの 職 員

全員失職する。
合併関係市町村の条例・規則は、すべ 編入する市町村の条例・規則を適用する。（合条例・規則
て失効する。（新たに制定する。） 併に伴い必要な改正を行う。）

注１）合併関係市町村のうち、区域の一部のみがかかわり法人格が消滅しない市町村においては、特別職及び一般職の職

員は失職せず、条例・規則も失効しないが、議会の議員及び農業委員会の委員は、被選挙権を失うこととなる場合は、

失職する。

２）農業委員会の委員は、その他に合併市町村の区域を分けて２以上の農業委員会を置くことができる。
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○市町村の合併の特例に関する法律

(昭和四十年三月二十九日法律第六号)

(趣旨)

第一条 この法律は、市町村行政の広域化の要請に対処し、自主的な市町村の合併を推進

し、あわせて合併市町村の建設に資するため、当分の間の措置として、市町村の合併に

ついて関係法律の特例その他の必要な措置を定めるものとする。

(定義)

第二条 この法律において「市町村の合併」とは、二以上の市町村の区域の全部若しくは

一部をもつて市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入

することで市町村の数の減少を伴うものをいう。

２ この法律において「合併市町村」とは、市町村の合併により設置され、又は他の市町

村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村をいう。

３ この法律において「合併関係市町村」とは、市町村の合併によりその区域の全部又は

一部が合併市町村の区域の一部となる市町村をいう。

(合併協議会の設置)

第三条 市町村の合併をしようとする市町村は、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七

号)第二百五十二条の二第一項の規定により、合併市町村の建設に関する基本的な計画

(以下「市町村建設計画」という。)の作成その他市町村の合併に関する協議を行う協議

会(以下「合併協議会」という。)を置くものとする。

２ 合併協議会の会長は、地方自治法第二百五十二条の三第二項の規定にかかわらず、規

約の定めるところにより、関係市町村の議会の議員若しくは長その他の職員又は学識経

験を有する者の中から、これを選任する。

３ 合併協議会の委員は、地方自治法第二百五十二条の三第二項の規定にかかわらず、規

約の定めるところにより、関係市町村の議会の議員又は長その他の職員をもつて充て

る。

４ 合併協議会には、前項に定めるもののほか、地方自治法第二百五十二条の三第二項の

規定にかかわらず、規約の定めるところにより、学識経験を有する者を委員として加え

ることができる。

(合併協議会設置の請求)

第四条 市町村の議会の議員及び長の選挙権を有する者は、政令で定めるところにより、

その総数の五十分の一以上の者の連署をもつて、その代表者から、市町村の長に対し、

当該市町村が行うべき市町村の合併の相手方となる市町村(以下この条において「合併

対象市町村」という。)の名称を示し、合併協議会を置くよう請求することができる。

２ 前項の規定による請求があつたときは、当該請求があつた市町村(以下この条におい

て「合併請求市町村」という。)の長は、直ちに、請求の要旨を公表するとともに、合

併対象市町村の長に対し、これを通知し、当該請求に基づく合併協議会に係る地方自治

法第二百五十二条の二第一項の協議(以下この条において「合併協議会設置協議」とい

う。)について議会に付議するか否かの意見を求めなければならない。この場合におい



て、合併請求市町村の長は、当該意見を求めた旨を合併請求市町村を包括する都道府県

の知事に報告しなければならない。

３ 合併対象市町村の長は、前項の意見を求められた日から九十日以内に、合併請求市町

村の長に対し、合併協議会設置協議について議会に付議するか否かを回答しなければな

らない。

４ 合併請求市町村の長は、すべての合併対象市町村の長から前項の規定による回答を受

理したときは、直ちに、その結果を合併対象市町村の長及び第一項の代表者に通知する

とともに、これを公表し、かつ、合併請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しな

ければならない。

５ 前項のすべての回答が合併協議会設置協議について議会に付議する旨のものであつた

場合には、合併請求市町村の長にあつては同項の規定による合併対象市町村の長への通

知を発した日から六十日以内に、合併対象市町村の長にあつては同項の規定による通知

を受けた日から六十日以内に、それぞれ議会を招集し、合併協議会設置協議について議

会に付議しなければならない。この場合において、合併請求市町村の長は、その意見を

付けなければならない。

６ 合併対象市町村の長は、前項の規定による議会の審議の結果を合併請求市町村の長に

速やかに通知しなければならない。

７ 合併請求市町村の長は、合併請求市町村における第五項の規定による議会の審議の結

果及び前項の規定により通知を受けた合併対象市町村における議会の審議の結果を、合

併対象市町村の長及び第一項の代表者に通知するとともに、これを公表し、かつ、合併

請求市町村を包括する都道府県の知事に報告しなければならない。

８ 合併請求市町村及びすべての合併対象市町村において、合併協議会設置協議について

議会の議決を経た場合には、合併請求市町村及びすべての合併対象市町村は、合併協議

会設置協議により規約を定め、合併協議会を置くものとする。

９ 前項の規定により合併協議会が置かれた場合には、合併請求市町村の長は、その旨及

び当該合併協議会の規約を第一項の代表者に通知しなければならない。

１０ 合併請求市町村を包括する都道府県と合併対象市町村を包括する都道府県が異なる

場合には、合併請求市町村を包括する都道府県の知事は、第二項、第四項及び第七項の

規定による報告を受けたときは、その内容を合併対象市町村を包括する都道府県の知事

に通知しなければならない。

第四条の二 合併協議会を構成すべき関係市町村(以下この条において「同一請求関係市

町村」という。)の議会の議員及び長の選挙権を有する者は、政令で定めるところによ

り、他の同一請求関係市町村の議会の議員及び長の選挙権を有する者がこの項の規定に

より行う合併協議会の設置の請求と同一の内容であることを明らかにして、その総数の

五十分の一以上の者の連署をもつて、その代表者から、同一請求関係市町村の長に対

し、 当該同一請求関係市町村が行うべき市町村の合併の相手方となる他の同一請求関係

市町 村の名称を示し、合併協議会を置くよう請求することができる。

２ 前項の規定による請求を行う場合には、すべての同一請求関係市町村の同項の代表者

は、あらかじめ、政令で定めるところにより、これらの者が代表者となるべき同項の規

定による合併協議会の設置の請求が同一の内容であることについて、同一請求関係市町



村を包括する都道府県の知事の確認を得なければならない。

３ 第一項の規定による請求があつたときは、当該請求があつた同一請求関係市町村の長

は、直ちに、請求の要旨を公表するとともに、当該同一請求関係市町村を包括する都道

府県の知事に対し、これを通知しなければならない。

４ 同一請求関係市町村を包括する都道府県の知事は、すべての同一請求関係市町村の長

から前項の規定による通知を受けたときは、その旨をすべての同一請求関係市町村の長

に通知しなければならない。

５ 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、直ちに、その旨を第一項

の代表者に通知するとともに、これを公表しなければならない。

６ 第四項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、当該通知を受けた日か

ら六十日以内に、それぞれ議会を招集し、第一項の規定による請求に基づく合併協議会

に係る地方自治法第二百五十二条の二第一項の協議について、議会にその意見を付して

付議しなければならない。

７ 同一請求関係市町村の長は、前項の規定による議会の審議の結果を、第一項の代表者

に通知するとともに、これを公表し、かつ、当該同一請求関係市町村を包括する都道府

県の知事に報告しなければならない。

８ 同一請求関係市町村を包括する都道府県の知事は、すべての同一請求関係市町村の長

から前項の規定による報告を受けたときは、その結果をすべての同一請求関係市町村の

長に通知しなければならない。

９ 前項の規定により通知を受けた同一請求関係市町村の長は、これを第一項の代表者に

通知するとともに、公表しなければならない。

１０ すべての同一請求関係市町村において、第六項に規定する協議について議会の議決

を経た場合には、すべての同一請求関係市町村は、当該協議により規約を定め、合併協

議会を置くものとする。

１１ 前項の規定により合併協議会が置かれた場合には、同一請求関係市町村の長は、そ

の旨及び当該合併協議会の規約を第一項の代表者に通知しなければならない。

１２ すべての同一請求関係市町村が一の都道府県の区域に属さない場合における措置そ

の他第一項の規定による合併協議会の設置の請求に関し必要な事項は、政令で定める。

１３ 地方自治法第七十四条第四項の規定は、前条第一項又はこの条第一項の選挙権を有

する者及びそれぞれその総数の五十分の一の数について、同法第七十四条第五項から第

七項まで、第七十四条の二第一項から第六項まで、第八項及び第十項から第十三項まで

並びに第七十四条の三第一項から第三項までの規定は、前条第一項又はこの条第一項の

規定による請求者の署名について準用する。この場合において、同法第七十四条の二第

十項中「審査の申立てに対する裁決又は判決」とあるのは「判決」と 「当該都道府県、

の選挙管理委員会又は当該裁判所」とあるのは「当該裁判所」と 「裁決書又は判決、

書」 とあるのは「判決書」と、同条第十一項中「争訟については、審査の申立てに対す

る裁 決は審査の申立てを受理した日から二十日以内にこれをするものとし、訴訟の判決

は」 とあるのは「訴訟の判決は 」と、同条第十二項中「第八項及び第九項」とあるの、

は「第 八項」と 「当該決定又は裁決」とあるのは「当該決定」と 「地方裁判所又は、 、

高等裁 判所」とあるのは「地方裁判所」と、同条第十三項中「第八項及び第九項」とあ



るのは 「第八項」と読み替えるものとする。

１４ 民事訴訟法(平成八年法律第百九号)第二編第三章第二節の規定は、前項において準

用する地方自治法第七十四条の三第三項の規定により市町村の選挙管理委員会が署名の

効力を決定するため関係人の出頭及び証言を請求する場合について準用する。ただし、

過料、罰金、拘留又は勾こう引に関する規定は、この限りではない。

(市町村建設計画の作成及び変更)

第五条 市町村建設計画は、おおむね次に掲げる事項について、政令で定めるところによ

り、作成するものとする。

一 合併市町村の建設の基本方針

二 合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が実施する合併市町村の建設の根幹

となるべき事業に関する事項

三 公共的施設の総合整備に関する事項

四 合併市町村の財政計画

２ 市町村建設計画は、合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進することを目的と

し、 合併市町村の一体性の速やかな確立及び住民の福祉の向上等を図るとともに、合併

市町 村の均衡ある発展に資するよう適切に配慮されたものでなければならない。

３ 合併協議会は、市町村建設計画を作成し、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、 合併関係市町村を包括する都道府県の知事に協議しなければならない。

４ 合併協議会は、前項の規定により市町村建設計画を作成し、又は変更したときは、直

ちに、これを総務大臣及び合併関係市町村を包括する都道府県の知事に送付しなければ

ならない。

５ 総務大臣は、前項の規定により市町村建設計画の送付があつた場合においては、直ち

に、これを国の関係行政機関の長に送付しなければならない。

６ 合併市町村は、その議会の議決を経て市町村建設計画を変更することができる。

７ 前項の場合においては、合併市町村の長は、あらかじめ、当該合併市町村を包括する

都道府県の知事に協議しなければならない。

８ 第六項の規定により市町村建設計画を変更しようとする合併市町村の長は、当該合併

市町村に第五条の四第一項に規定する地域審議会が置かれている場合においては、あら

かじめ、当該地域審議会の意見を聴かなければならない。

９ 第四項及び第五項の規定は、第六項の規定により合併市町村が市町村建設計画を変更

した場合について準用する。

(市となるべき要件の特例)

第五条の二 次の各号に掲げる処分については、平成十七年三月三十一日までに市町村の

合併が行われる場合に限り、地方自治法第八条第一項第一号の規定にかかわらず、市と

なるべき普通地方公共団体の人口に関する要件は、四万以上とする。

一 地方自治法第七条第一項の規定に基づき市を設置する処分のうち市町村の合併に係

るもの(次条の規定に該当するものを除く。)

二 地方自治法第八条第三項の規定に基づき町村を市とする処分のうち市町村の合併に

より他の市町村の区域の全部又は一部を編入する町村に係るもの(当該市町村の合併

の日に市とするものに限る。)



第五条の三 地方自治法第七条第一項の規定に基づき市の区域の全部を含む区域をもつて

市を設置する処分のうち市町村の合併に係るものについては、平成十七年三月三十一日

までに市町村の合併が行われる場合に限り、当該処分により設置されるべき当該普通地

方公共団体が同法第八条第一項各号に掲げる要件のいずれかを備えていない場合であつ

ても、同項各号に掲げる要件を備えているものとみなす。

(地域審議会)

第五条の四 合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町村に、合併関係市町村

の区域であつた区域ごとに、当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に関し合併

市町村の長の諮問に応じて審議し又は必要と認める事項につき合併市町村の長に意見を

述べる審議会(以下「地域審議会」という。)を置くことができる。

２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域審議会の組織及び運営

に関し必要な事項については、合併関係市町村の協議により定めるものとする。

３ 前二項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が

成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなければならない。

４ 合併市町村は、第二項の協議により定められた事項を変更しようとするときは、条例

でこれを定めなければならない。

(議会の議員の定数に関する特例)

第六条 新たに設置された合併市町村にあつては、地方自治法第九十一条第一項の規定に

かかわらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われる選挙により

選出される議会の議員の任期に相当する期間に限り、同項に規定する定数の二倍に相当

する数を超えない範囲でその議会の議員の定数を増加することができる。ただし、議員

がすべてなくなつたときは、その定数は、同項の規定による定数に復帰するものとす

る。

２ 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、地方自治法第九

十一条の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、その編入をする合併関係市

町村の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、その区域の全部又は一部が編入さ

れることとなる合併関係市町村ごとに、当該編入されることとなる合併関係市町村の当

該編入される区域の人口(同法第二百五十四条に規定する人口によるものとする。以下

同じ。)を当該編入をする合併関係市町村の人口で除して得た数を当該編入をする合併

関係市町村の議会の議員の定数(以上「旧定数」という。)に乗じて得た数(〇・五人未

満の端数があるときはその端数は切り捨て、〇・五人以上一人未満の端数があるときは

その端数は一人とする。ただし、その区域の全部が編入されることとなる合併関係市町

村においてその数が〇・五人未満のときも一人とする。)の合計数を旧定数に加えた数

(以下「編入合併特例定数」という。)をもつてその議会の議員の定数とすることができ

る。ただし、議員がすべてなくなつたときは、第五項の規定により編入合併特例定数を

もつてその議会の議員の定数とする場合を除き、その定数は、同法第九十一条の規定に

よる定数に復帰するものとする。

３ 前項の場合においては、公職選挙法(昭和二十五年法律第百号)第十五条第六項及び第

八項の規定にかかわらず、編入された合併関係市町村ごとにその編入された区域により

選挙区が設けられるものとし、かつ、当該選挙区において選挙すべき議会の議員の定数



は、編入された合併関係市町村ごとに前項の規定により算定した数とする。

４ 第二項の規定により定数が増加する場合において行う選挙に対する公職選挙法の規定

の適用については、同法第十八条第一項中「第十五条第六項」とあるのは「第十五条第

六項若しくは市町村の合併の特例に関する法律第六条第三項」と、同法第百十一条第三

項中「地方自治法第九十一条第四項」とあるのは「市町村の合併の特例に関する法律第

六条第二項」と 「当該条例施行の日」とあるのは「市町村の合併(市町村の合併の特、

例に関する法律第二条第一項の市町村の合併をいう。)の日」とする。

５ 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村が、第二項の規定により編入

合併特例定数をもつてその議会の議員の定数とする場合においては、地方自治法第九十

一条の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われ

る一般選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間についても、編入合併特

例定数をもつてその議会の議員の定数とすることができる。ただし、その任期の満了す

べき日前に議員がすべてなくなつたときは、その定数は、同条の規定による定数に復帰

するものとする。

６ 第三項の規定は、前項の場合について準用する。

７ 第五項の規定により定数が増加する場合において行う選挙に対する公職選挙法の規定

の適用については、同法第十八条第一項中「第十五条第六項」とあるのは 「第十五条、

第六項若しくは市町村の合併の特例に関する法律第六条第六項において準用する同条第

三項」とする。

８ 第一項、第二項又は第五項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るも

のとし、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなけ

ればならない。

(議会の議員の在任に関する特例)

第七条 市町村の合併に際し、合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議

員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、次に掲げる期

間に限り、引き続き合併市町村の議会の議員として在任することができる。この場合に

おいて、市町村の合併の際に当該合併市町村の議会の議員である者の数が地方自治法第

九十一条の規定による定数を超えるときは、同条の規定にかかわらず、当該数をもつて

当該合併市町村の議会の議員の定数とし、議員に欠員が生じ、又は議員がすべてなくな

つたときは、これに応じて、その定数は、同条の規定による定数に至るまで減少するも

のとする。ただし、第三項において準用する前条第五項の規定により編入合併特例定数

をもつてその議会の議員の定数とする場合において議員がすべてなくなつたときは、こ

の限りでない。

一 新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後二年を超えない範囲で当

該協議で定める期間

二 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をす

る合併関係市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間

２ 前項の規定は、前条第一項又は第二項の協議が成立した場合には適用しない。

３ 前条第五項から第七項までの規定は、市町村の合併に際し、その区域の全部又は一部

が編入されることとなる合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の



被選挙権を有することとなるものが、第一項の規定により引き続き合併市町村の議会の

議員として在任することとした場合について準用する。

４ 前条第八項の規定は、第一項又は前項において準用する同条第五項の協議について準

用する。

(議会の議員の退職年金に関する特例)

第七条の二 市町村の合併の日の前日において合併関係市町村(当該市町村の合併が、市

町村の区域の全部又は一部の編入を伴うものであつた場合においては、当該市町村の合

併により編入された区域が当該市町村の合併前に属していた合併関係市町村に限る。)

の議会の議員であつた者(同日において当該合併市町村の区域に住所を有していた者に

限る。)のうち、当該市町村の合併がなかつたものとした場合における当該合併関係市

町村の議会の議員の任期が満了すべき日(以下この項において「任期が満了すべき日」

という。)前に退職し、かつ、その在職期間が十二年未満である者で、当該在職期間と

当該退職した日の翌日から任期が満了すべき日までの期間とを合算した期間が十二年以

上であるものは、地方公務員等共済組合法(昭和三十七年法律第百五十二号)第百六十一

条第一項の規定の適用については、在職期間が十二年以上である者であるものとみな

す。

２ 前項の規定の適用を受ける者に対する地方公務員等共済組合法第百六十一条第二項の

規定の適用については、次の表の上欄に掲げる者の区分に応じ、同項中「百五十分の五

十」とあるのは、同表の下欄に掲げる割合に読み替えるものとする。

在職期間が八年以上九年未満の者 百五十分の三十三

在職期間が九年以上十年未満の者 百五十分の三十七

在職期間が十年以上十一年未満の者 百五十分の四十一

在職期間が十一年以上十二年未満の者 百五十分の四十五

(農業委員会の委員の任期等に関する特例)

第八条 市町村の合併の際合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町

村の農業委員会の委員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議に

より、新たに設置された合併市町村にあつては八十を超えず十を下らない範囲で定めた

数、他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては四十を超えない

範囲で定めた数の者に限り、次に掲げる期間引き続き合併市町村の農業委員会の選挙に

よる委員として在任することができる。この場合において、市町村の合併の際に合併関

係市町村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町村の農業委員会の委員の被選挙

権を有することとなるものの数がその定められた数を超えるときは、これらの者の互選

により、合併市町村の農業委員会の選挙による委員として在任する者を定めるものとす

る。

一 新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後一年を超えない範囲で当

該協議で定める期間

二 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をす

る合併関係市町村の農業委員会の委員の残任期間

２ 前項の場合においては、農業委員会等に関する法律(昭和二十六年法律第八十八号)第

七条の規定にかかわらず、当該数をもつて当該合併市町村の農業委員会の選挙による委



員の定数とし、選挙による委員に欠員を生じ、又はこれらの委員がすべてなくなつたと

きは、これに応じて、その定数は、同条の規定に基づく定数に至るまで減少するものと

する。

３ 農業委員会等に関する法律第三条第二項の規定により合併市町村の区域を二以上に分

けてその各区域に農業委員会を置く場合又は同法第三十五条第一項の規定により地方自

治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」という。)である合併市

町村の区ごとに農業委員会を置く場合においては、農業委員会等に関する法律第三十四

条の規定の適用がある場合を除いて、前二項の規定を当該各農業委員会ごとに適用す

る。 この場合においては、他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村の区

域の 一部を区域として新たに置かれる農業委員会に関しては、当該合併市町村は、新た

に設 置された合併市町村とみなす。

４ 第六条第八項の規定は、第一項の協議について準用する。

(職員の身分取扱い)

第九条 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関

係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措

置しなければならない。

２ 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通

じて公正に処理しなければならない。

(地方税の不均一課税)

第十条 合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡が

あるため、又は市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合併

関係市町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたつて均一の課税

をすることが著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われた

日の属する年度及びこれに続く三年度に限り、その衡平を欠く程度を限度として不均一

の課税をすることができる。

(地方交付税の額の算定の特例)

第十一条 国が地方交付税法(昭和二十五年法律第二百十一号)に定めるところにより毎年

度交付する地方交付税の額を算定する場合においては、合併市町村については、同法第

十三条に定めるもののほか、市町村の合併に伴い臨時に増加する行政に要する経費の需

要を基礎として、総務省令で定めるところにより、同法に定める基準財政需要額の測定

単位の数値を補正するものとする。

２ 合併市町村に交付すべき地方交付税の額は、当該市町村の合併が行われた日の属する

年度及びこれに続く十年度については、地方交付税法及びこれに基づく総務省令並びに

前項に定めるところにより、合併関係市町村が当該年度の四月一日においてなお当該市

町村の合併の前の区域をもつて存続した場合に算定される額の合算額を下らないように

算定した額とし、その後五年度については、当該合算額に総務省令で定める率を乗じた

額を下らないように算定した額とする。

(地方債の特例等)

第十一条の二 合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う次に掲げる事業又は基金の積

立てのうち、当該市町村の合併に伴い特に必要と認められるものに要する経費(次項に



おいて「特定経費」という。)については、当該市町村の合併が行われた日の属する年

度及びこれに続く十年度に限り、地方財政法(昭和二十三年法律第百九号)第五条各号に

規定する経費に該当しないものについても、地方債をもつてその財源とすることができ

る。

一 合併市町村の一体性の速やかな確立を図るため又は均衡ある発展に資するために行

う公共的施設の整備事業

二 合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行う公共的施設の統合整備

事業

三 合併市町村における地域住民の連帯の強化又は合併関係市町村の区域であつた区域

における地域振興等のために地方自治法第二百四十一条の規定により設けられる基金

の積立て

２ 特定経費の財源に充てるために起こした地方債(当該地方債を財源として設置した施

設に関する事業の経営に伴う収入を当該地方債の元利償還に充てることができるものを

除く。)で、総務大臣が指定したものに係る元利償還に要する経費は、地方交付税法の

定めるところにより、当該合併市町村に交付すべき地方交付税の額の算定に用いる基準

財政需要額に算入するものとする。

３ 合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が市町村建設計画を達成するために行

う事業又は基金の積立てに要する経費に充てるために起こす地方債については、法令の

範囲内において、資金事情及び当該合併市町村又は当該合併市町村を包括する都道府県

の財政状況が許す限り、特別の配慮をするものとする。

第十二条 削除

(災害復旧事業費の国庫負担等の特例)

第十三条 国は、合併市町村が市町村の合併が行われた日の属する年及びこれに続く五年

以内に生じた災害その他の事由に対する国の財政援助に関し市町村の合併により不利益

を受ける結果となるような場合においては、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

(昭 和二十六年法律第九十七号)、激甚じん災害に対処するための特別の財政援助等に関

す る法律(昭和三十七年法律第百五十号)その他政令で定める法律及びこれに基づく命令

の 規定にかかわらず、当該市町村の合併が行われなかつたものとして当該合併市町村が

不 利益とならないように措置しなければならない。

(都道府県の議会の議員の選挙区に関する特例)

第十四条 市町村の合併により郡市の区域の変更を生ずる場合において、都道府県の議会

の議員の選挙区に関して必要があるときは、都道府県は、公職選挙法第十五条第一項か

ら第三項までの規定にかかわらず、条例の定めるところにより、市町村の合併が行われ

た日から次の一般選挙により選挙される当該都道府県の議会の議員の任期が終わる日ま

での間に限り、なお従前の選挙区によることとし、又は合併市町村の区域が従前属して

いた郡市の区域(指定都市である合併市町村にあつては、指定都市であつた合併関係市

町村以外の合併関係市町村の区域の全部又は一部を含むこととなる当該合併市町村の区

の区域及びその区域の全部又は一部が当該区の区域に含まれることとなる合併関係市町

村の区域が従前属していた郡市の区域。次項において同じ。)を合わせて一選挙区を設

けることができる。



２ 前項の規定により合併市町村の区域が従前属していた郡市の区域を合わせて一選挙区

を設けた場合において、当該選挙区において選挙すべき都道府県の議会の議員の数は、

公職選挙法第十五条第八項の規定にかかわらず、条例の定めるところにより、それぞれ

従前の選挙区が存続するものとみなして配分した都道府県の議会の議員の数の合計数と

する。

３ 第一項の規定により従前の選挙区によることとした場合においては、公職選挙法第十

八条第一項の規定にかかわらず、選挙区の区域により市町村の区域を分けて数開票区を

設けるものとする。

第十五条 削除

(国、都道府県等の協力等)

第十六条 国は、都道府県及び市町村に対し、自主的な市町村の合併を推進するため、心

要な助言、情報の提供その他の措置を講ずるものとする。

２ 国は、合併市町村の建設に資するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう

に努めなければならない。

３ 国は、自主的な市町村の合併の推進に伴う地方公務員等共済組合法第百五十一条第一

項に規定する市議会議員共済会及び町村議会議員共済会の運営状況等を勘案し、その健

全な運営を図るため必要な措置を講ずるものとする。

４ 都道府県は、市町村に対し、自主的な市町村の合併を推進するため、必要な助言、情

報の提供その他の措置を講ずるものとする。

５ 都道府県は、市町村の合併をしようとする市町村の求めに応じ、市町村相互間におけ

る必要な調整を行うものとする。

６ 都道府県は、合併市町村の建設に資するため、市町村建設計画を達成するための事業

の実施その他の必要な措置を講ずるように努めなければならない。

７ 公共的団体は、合併市町村の建設に資するため必要な措置を講ずるように努めなけれ

ばならない。

８ 合併関係市町村の区域内の公共的団体等は、市町村の合併に際しては、合併市町村の

一体性の速やかな確立に資するため、その統合整備を図るように努めなければならな

い。

(合併協議会設置の勧告)

第十六条の二 都道府県知事は、地方自治法第二百五十二条の二第四項の規定により、関

係のある市町村に対し、合併協議会を設けるべきことを勧告しようとするときは、あら

かじめ、当該市町村の意見を聴かなければならない。

２ 都道府県知事は、前項の規定により勧告したときは、その旨を公表しなければならな

い。

(特別区に関する特例)

第十七条 この法律中市に関する規定(第十一条及び第十一条の二第二項の規定を除く。)

は、特別区に適用する。この場合において、第六条第一項中「地方自治法第九十一条第

一項」とあるのは「地方自治法第九十一条第一項及び第二百八十一条の六」と 「同項、

に」とあるのは「これらの規定に」と 「同項の」とあるのは「これらの」と、同条第、

二項中「地方自治法第九十一条」とあるのは「地方自治法第九十一条及び第二百八十一



条の六」と 「同法第九十一条」とあるのは「同法第九十一条及び第二百八十一条の、

六」 と、同条第五項及び第七条第一項中「地方自治法第九十一条」とあるのは「地方自

治法 第九十一条及び第二百八十一条の六」と 「同条の」とあるのは「これらの」とす、

る。

(罰則)

第十八条 第四条第一項又は第四条の二第一項の規定による合併協議会の設置の請求者の

署名に関し、次の各号に掲げる行為をした者は、四年以下の懲役若しくは禁錮こ又は百

万円以下の罰金に処する。

一 署名権者又は署名運動者に対し、暴行若しくは威力を加え、又はこれをかどわかし

たとき。

二 交通若しくは集会の便を妨げ、又は演説を妨害し、その他偽計詐術等不正の方法を

もつて署名の自由を妨害したとき。

三 署名権者若しくは署名運動者又はその関係のある社寺、学校、会社、組合、市町村

等に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の利害関係を利用して署名権者又は署

名運動者を威迫したとき。

２ 第四条第一項又は第四条の二第一項の規定による合併協議会の設置の請求者の署名を

偽造し若しくはその数を増減した者又は署名簿その他の合併協議会の設置の請求に必要

な関係書類を抑留し、損ない若しくは奪取した者は、三年以下の懲役若しくは禁錮又は

五十万円以下の罰金に処する。

３ 第四条第一項又は第四条の二第一項の規定による合併協議会の設置の請求者の署名に

関し、選挙権を有する者の委任を受けずに又は選挙権を有する者が身体の故障若しくは

文盲により請求者の署名簿に署名することができないときでないのに、同条第十三項の

規定により準用する地方自治法第七十四条第六項の規定により委任を受けた者(以下

「氏 名代筆者」という。)として請求者の氏名を請求者の署名簿に記載した者は、三年

以下 の懲役若しくは禁錮又は五十万円以下の罰金に処する。

４ 選挙権を有する者が身体の故障又は文盲により第四条第一項又は第四条の二第一項の

規定による合併協議会の設置の請求者の署名簿に署名することができない場合におい

て、当該選挙権を有する者の委任を受けて請求者の氏名を請求者の署名簿に記載した者

が、当該署名簿に氏名代筆者としての署名をせず又は虚偽の署名をしたときは、三年

以 下の懲役若しくは禁錮又は五十万円以下の罰金に処する。

５ 第四条第一項又は第四条の二第一項の規定による合併協議会の設置の請求に関し、政

令で定める請求書及び請求代表者証明書を付していない署名簿、政令で定める署名を求

めるための請求代表者の委任状を付していない署名簿その他法令の定める所定の手続に

よらない署名簿を用いて署名を求めた者又は政令で定める署名を求めることができる期

間外の時期に署名を求めた者は、十万円以下の罰金に処する。

第十九条 第四条の二第十三項の規定により準用する地方自治法第七十四条の三第三項の

規定により出頭及び証言の請求を受けた関係人が、正当の理由がないのに、市町村の選

挙管理委員会に出頭せず又は証言を拒んだときは、六月以下の禁錮又は十万円以下の罰

金に処する。

２ 第四条の二第十四項において準用する民事訴訟法第二編第三章第二節の規定により宣



誓した関係人が虚偽の陳述をしたときは、これを三月以上五年以下の禁錮に処する。

３ 前項の罪を犯した者が市町村の選挙管理委員会が署名の効力を決定する前に自白した

ときは、その刑を減軽し又は免除することができる。

附 則

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

(失効)

第二条 この法律(附則第四条第一項及び第二項、附則第五条第三項、附則第六条、附則

第十二条並びに附則第十四条の規定を除く。)は、平成十七年三月三十一日限り、その

効力を失う。ただし、同日までに行われた市町村の合併については、同日後もなおその

効力を有する。

２ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、前項の規

定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。

(市となるべき要件の特例)

第二条の二 第五条の二各号に掲げる処分については、平成十六年三月三十一日までに市

町村の合併が行われる場合に限り、同条中「第八条第一項第一号」とあるのは「第八条

第一項各号」と 「人口に関する要件は、四万以上」とあるのは「要件は、人口三万以、

上を有すること」とする。

(町村合併促進法等の廃止)

第三条 町村合併促進法(昭和二十八年法律第二百五十八号)、新市町村建設促進法(昭和

三十一年法律第百六十四号)及び市の合併の特例に関する法律(昭和三十七年法律第百十

八号)は、廃止する。

(町村合併促進法の廃止に伴う経過措置)

第四条 旧町村合併促進法第二条第二項の合併町村(同法第三十五条第一項の規定により

同法の規定が適用される市、同法第三十六条の規定により同法の規定が準用される町村

及び同法第三十七条第一項の規定により同法の規定が準用される市を含む。以下「合併

町村」という。)及び旧新市町村建設促進法第二十八条第四項(同法第二十九条第七項

(同 条第八項において準用する場合を含む。)若しくは第三十条第二項において準用し、

又 は同法第二十九条の二第二項において適用する場合を含む。以下同じ。)の規定の適

用 を受けた市町村(以下「旧町村合併促進法適用新市町村」という。)で、この法律の施

行 の日の前日において、なお旧町村合併促進法第十一条の六、第十九条若しくは第二十

条 の規定の適用若しくは準用を受け、又はこれらの規定の例によつているものに係るこ

れ らの規定による一部事務組合等に関する特例、水産業協同組合法の特例又は農地法の

特 例に関しては、なお従前の例による。

２ 旧新市町村建設促進法第二十七条第十二項の規定の適用を受けた市町村で、この法律

の施行の日の前日において、なお旧町村合併促進法第二十条の規定の準用を受けている

ものに係る当該規定による農地法の特例に関しては、なお従前の例による。

３ 合併町村、旧町村合併促進法第三十四条の規定の適用を受けた市町村及び旧町村合併

促進法適用新市町村で、この法律の施行の日の前日において、なお旧町村合併促進法第

二十条の二の規定の適用若しくは準用を受け、又はその例によることとなつているもの



に係る当該規定による国の財政援助の特例に関しては、昭和四十一年六月二十九日まで

の間に生じた災害その他の事由に対するものに限り、なお従前の例による。

４ 昭和三十六年一月一日以後に旧町村合併促進法適用新市町村となつた市町村に係る旧

町村合併促進法第二十条の二の規定による国の財政援助の特例に関しては、前項の規定

にかかわらず、旧町村合併促進法適用新市町村となつた日の属する年及びこれに続く五

年以内に生じた災害その他の事由に対するものに限り、なお従前の例による。

(新市町村建設促進法の廃止に伴う経過措置)

第五条 旧新市町村建設促進法第二条第一項の新市町村(同法第二十八条第五項(同法第二

十九条第七項(同条第八項において準用する場合を含む。)において準用し、又は同法第

二十九条の二第二項において適用する場合を含む。以下同じ。)、第三十条又は第三十

条の二の規定により同法の規定が適用される市町村を含む。以下「新市町村」とい

う。) で、この法律の施行の日の前日において、なお旧新市町村建設促進法第二十二条

又は第 二十三条及び附則第六項(同法附則第七項において読み替えて適用する場合を含

む。以 下同じ。)の適用を受けているものに係るこれらの規定による地方税法の特例又

は地方 交付税法の特例に関しては、昭和四十一年度までの年度に限り、なお従前の例に

よる。

２ 新市町村で、この法律の施行の日の前日において、なお旧新市町村建設促進法第二十

四条又は第二十五条の規定の適用があることとなつているものに係るこれらの規定(同

法第二十五条第三項から第六項(同条第八項において準用する場合を含む。以下同じ。)

の規定を除く。)による国有財産特別措置法の特例又は国有林野法の特例に関しては、

昭和四十一年六月二十九日までの間に限り、なお従前の例による。

３ 新市町村で、この法律の施行の日の前日までに旧新市町村建設促進法第二十五条第一

項の規定により国有林野の売払いを受け、若しくは同条第八項の規定の適用を受けたも

の又は前項の規定により従前の例により国有林野の売払いを受けたもの及び合併町村又

は旧町村合併促進法第三十四条(同法第三十七条第五項において準用する場合を含む。)

の規定の適用を受けた市町村で、旧新市町村建設促進法による改正前の町村合併促進法

第十七条第一項の規定により国有林野の売払いを受けたものに係る旧新市町村建設促進

法第二十五条第三項から第六項まで(同法附則第八項において適用する場合を含む。)の

規定による国有林野の経営の承認等に関しては、なお従前の例による。

４ 昭和三十七年四月一日以後に旧新市町村建設促進法第二十八条第五項の規定の適用を

受けた新市町村の昭和四十二年度分以降の地方交付税の算定に関しては、当該市町村が

新市町村となつた日の属する年度及びこれに続く五年度に限り、同法による改正前の町

村合併促進法第十五条の規定の例による。

(市の合併の特例に関する法律の廃止に伴う経過措置)

第六条 旧市の合併の特例に関する法律の適用又は準用を受けた市町村に係る同法第三条

(同法附則第五項において準用する場合を含む。)の規定による特例に関しては、なお従

前の例による。

(議会の議員の定数の特例に関する経過措置)

第七条 市町村で、この法律の施行の日から当該市町村の議会の議員の一般選挙が行なわ

れるまでの間において、他の市町村の区域の全部又は一部を編入する市町村の合併をは



じめて行なおうとするものが、この法律の施行の日前最近に行なわれた当該市町村の議

会の議員の一般選挙の日からこの法律の施行の日の前日までに他の市町村の区域の全部

の編入(当該編入に際し、附則第十一条の規定による改正前の新産業都市建設促進法(昭

和三十七年法律第百十七号)第二十四条、附則第十三条の規定による改正前の工業整備

特別地域整備促進法(昭和三十九年法律第百四十六号)第十三条若しくは旧市の合併の特

例に関する法律附則第五項において準用する同法第三条の規定によりその例によること

とされる旧町村合併促進法第九条第一項若しくは第二項の規定を適用し、又は地方自治

法第九十一条第四項の規定に基づきその議会の議員の定数を増加した場合の編入を除

く。以下「旧編入」という。)を行なつた市町村であるときは、当該市町村の合併の際

に限り、地方自治法第九十一条の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、そ

の編入をする合併関係市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、その区域

の全部又は一部が編入されることとなる合併関係市町村及び旧編入に係る区域ごとに、

当該編入されることとなる合併関係市町村の当該編入される区域及び旧編入に係る区域

の人口を当該編入をする合併関係市町村の人口から旧編入に係る区域の人口を差し引い

た人口で除して得た数を旧定数に乗じて得た数(〇・五人未満の端数があるときはその

端数を切り捨て、〇・五人以上一人未満の端数があるときはその端数は一人とする。た

だし、その区域の全部が編入されることとなる合併関係市町村及び旧編入に係る区域に

おいてその数が〇・五人未満のときも一人とする。)の合計数を旧定数に加えた数をも

つてその議会の議員の定数とすることができる。ただし、議員がすべてなくなつたとき

は、その定数は、同条の規定による定数に復帰するものとする。

２ 前項の規定は、第三条第二項又は第四条第一項(第二号に関する部分に限る。)の協議

が成立した場合には適用しない。

３ 第三条第三項から第五項までの規定は、第一項の場合について準用する。この場合に

おいて、同条第三項中「編入された合併関係市町村ごとにその編入された区域により」

とあるのは「編入された合併関係市町村の編入された区域及び附則第七条第一項にいう

旧編入に係る区域ごとにそれらの区域により」と 「編入された合併関係市町村ごとに、

前項の規定により」とあるのは「編入された合併関係市町村及び附則第七条第一項にい

う旧編入に係る区域ごとに同項の規定により」と、同条第四項中「市町村の合併の特例

に関する法律第三条第二項」とあるのは「市町村の合併の特例に関する法律附則第七条

第一項」と、同条第五項中「第一項又は第二項」とあるのは「附則第七条第一項」と読

み替えるものとする。

附 則 (平成十年十二月十八日法律第百四十五号)

(施行期日)

１ この法律は、公布の日から施行する。

(既に合併の申請がされている場合の経過措置)

２ この法律の施行前に市町村の合併(二以上の市町村の区域の全部又は一部をもって市

町村を設置するものに限る。)について地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第七

条第一項の規定による申請がなされ、かつ、この法律の施行の際当該合併により設置さ

れるべき町又は村(以下「合併町村」という。)が設置されていない場合において、合併

町村の人口(同法第二百五十四条に規定する人口をいう。)が四万以上五万未満であり、



かつ、合併町村が同法第八条第一項第二号から第四号までの要件を備えるときは、都道

府県知事は、当該合併によりその区域の全部又は一部が合併町村の区域の一部となる市

町村の申請に基づき、当該都道府県の議会の議決を経て、当該合併の日において合併町

村を市とする旨を定めることができる。この場合において、都道府県知事は、直ちにそ

の旨を定めた旨を自治大臣に届け出なければならない。

３ 地方自治法第七条第二項及び第五項から第七項までの規定は、前項の規定により合併

町村を市とする場合について準用する。

附 則 (平成十一年七月十六日法律第八十七号 抄)

(施行期日)

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。

一 （前略）第四百七十二条の規定(市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条

及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。)（中略 （公布の日））

二・三 （略）

四 （前略）第四百七十二条の規定(市町村の合併の特例に関する法律第六条の改正

規定及び同法第十七条の改正規定(「第十一条」の下に「及び第十一条の二第二項」

を加える部分を除く。)に係る部分に限る。)（中略）平成十五年一月一日

(市町村の合併の特例に関する法律の一部改正に伴う経過措置)

第百五十七条 第四百七十二条の規定による改正後の市町村の合併の特例に関する法律

(以下この条において「新合併特例法」という。)第六条第一項の規定は、平成十五年一

月一日以後に新たに設置される合併市町村(新合併特例法第二条第二項に規定する合併

市町村をいう。以下この条において同じ。)の議会の議員の定数について適用し、同日

前に新たに設置される合併市町村(次項に規定するものを除く。)の議会の議員の定数に

ついては、同日以後初めてその期日を告示される一般選挙までの間、なお従前の例によ

る。

２ 平成十五年一月一日前に新たに設置される合併市町村であって同日以後に当該合併市

町村の設置による議会の議員の一般選挙の期日が告示されるものの議会の議員の定数に

ついては、当該一般選挙の告示の日後初めてその期日を告示される一般選挙までの間、

なお従前の例による。

３ 新合併特例法第六条第一項の規定による平成十五年一月一日以後に新たに設置される

合併市町村の議会の議員の定数の決定については、合併関係市町村(新合併特例法第二

条第三項に規定する合併関係市町村をいう。)は、同日前においても同項の協議を行

い、 新たに設置される合併市町村の議会の議員の定数を定め、新合併特例法第六条第八

項の 告示をすることができる。

４ 新合併特例法第七条の二の規定は、この法律の公布の日以後に行われる市町村の合併

について適用し、同日前に行われた新合併特例法第二条第一項に規定する市町村の合併

(以下この条において「市町村の合併」という。)については、なお従前の例による。

５ 新合併特例法第十一条第二項の規定は、平成十一年四月一日以後に行われた市町村の

合併について適用し、同日前に行われた市町村の合併については、第四百七十二条の規

定による改正前の市町村の合併の特例に関する法律第十一条第二項の規定は、なおその



効力を有する。この場合において、平成二年四月一日から平成七年三月三十一日までの

間に行われた市町村の合併に係る同項の規定の適用については 「地方交付税法及びこ、

れに基づく自治省令並びに前項に」とあるのは「地方交付税法及びこれに基づく総務省

令で」と 「その後五年度」とあるのは「その後五年度を超え十年度を超えない範囲内、

において政令で定める年度」と 「自治省令で定める率」とあるのは「総務省令で定め、

る率」とし、平成七年四月一日から平成十一年三月三十一日までの間に行われた市町村

の合併に係る同項の規定の適用については 「地方交付税法及びこれに基づく自治省、

令」 とあるのは「地方交付税法及びこれに基づく総務省令」と 「その後五年度」とあ、

るの は「その後五年度を超え十年度を超えない範囲内において政令で定める年度」と、

「自 治省令で定める率」とあるのは「総務省令で定める率」とする。

６ 新合併特例法第十一条の二第一項及び第二項の規定は、平成十一年四月一日以後に行

われた市町村の合併について適用する。この場合において、平成十二年三月三十一日ま

での間における同条の規定の適用については、同条第一項中「第五条各号」とあるの

は、 「第五条第一項各号」とする。

附 則 (平成十二年五月十七日法律第六十二号抄)

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する （後略）。

附 則 (平成十二年十二月六日法律第百三十八号)

この法律は、公布の日から施行する。



参考資料２－１　協議第２号関係(財産及び公の施設)

別子山村が設置する公の施設一覧
   名      称  数 設置根拠

1 別子山村立学校 別子小学校 1 条例
2 別子中学校 1
3 別子山村公民館 1 条例
4 ふるさと館 1 条例
5 別子山村民グランド 1 条例
6 別子山村民プール 1 条例
7 別子山村福祉センター 1 条例
8 別子山村地区集会所 西部集会所 1 条例
9 中部集会所 1

10 東部集会所 1
11 大成集会所 1
12 別子山村保育所 1 条例
13 別子山村火葬場 1 条例
14 別子山村上水道 弟地地区 1 条例
15 保土野地区 1
16 別子山村特産品販売施設 1 条例
17 別子山村生活改善センター 1
18 別子山村森林公園 地域農産物等活用型 　 条例
19 「ゆらぎの森」    総合交流促進施設 1  
20 巨大パーゴラ 1  
21 椎茸栽培施設 1
22 山野草育成施設 1
23 東屋 5
24 駐車場 1
25 自然資源活用型  
26 　　　交流促進施設 1
27 別子山村観光センター 筏津山荘 1 条例
28 筏津養魚場 1
29 筏津園地 1
30 別子山村観光センター管理棟 1 条例
31 別子山村筏津キャビン 5 条例
32 別子山村営住宅 10 条例
33 別子山村営活性化推進住宅 肉淵団地 7 条例
34 瓜生野団地 5
35 草原団地 1



参考資料２－２　協議第２号関係(財産及び公の施設)
土地及び建物の調整方針

（平成１２年度末現在　単位：㎡）
新居浜市 別子山村 計 調整方針

土地(地籍) 21,713 2,255 23,968
木造 0 33 33
非木造 19,975 541 20,516
計 19,975 574 20,549

土地(地籍) 10,545 0 10,545
木造 27 0 27
非木造 8,124 120 8,244
計 8,151 120 8,271

土地(地籍) 680,143 1,970 682,113
木造 212 842 1,054
非木造 36,895 468 37,363
計 37,107 1,310 38,417

土地(地籍) 501,879 6,563 508,442
木造 4,631 0 4,631
非木造 169,519 3,192 172,711
計 174,150 3,192 177,342

土地(地籍) 227,325 4,731 232,056
木造 5,089 1,002 6,091
非木造 117,903 471 118,374
計 122,992 1,473 124,465

土地(地籍) 374,838 147,043 521,881
木造 90 136 226
非木造 1,329 516 1,845
計 1,419 652 2,071

土地(地籍) 980,304 4,682 984,986
木造 5,240 2,097 7,337
非木造 101,027 4,776 105,803
計 106,267 6,873 113,140

土地(地籍) 2,796,747 167,244 2,963,991
木造 15,289 4,110 19,399
非木造 454,772 10,084 464,856
計 470,061 14,194 484,255

土地(地籍) 33,009,826 16,541,800 49,551,626
木造 240 0 240
非木造 20 0 20
計 260 0 260

土地(地籍) 329,490 2,700 332,190
木造 2,732 832 3,564
非木造 11,438 1,259 12,697
計 14,170 2,091 16,261

土地(地籍) 9,374 0 9,374
木造 0 0 0
非木造 0 0 0
計 0 0 0

土地(地籍) 33,348,690 16,544,500 49,893,190
木造 2,972 832 3,804
非木造 11,458 1,259 12,717
計 14,430 2,091 16,521

土地(地籍) 36,145,437 16,711,744 52,857,181
木造 18,261 4,942 23,203
非木造 466,230 11,343 477,573
計 484,491 16,285 500,776

その他
の施設

公園

公営住
宅

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

別子山村の土地及び
建物については、す
べて新居浜市に引き
継ぐものとする。

建物
延床
面積

建物
延床
面積

その他
の施設

消防施
設

本庁舎

そ
の
他
の
行
政
機
関

合計

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

建物
延床
面積

区　　　分

公
共
用
財
産

普
通
財
産

行
政
財
産

小計

山林

普通財産・
その他一般

工業団地臨
海工業用地

小計

学校



参考資料２－３　協議第２号関係(財産の及び公の施設)

その他の出資金等の調整方針 (単位：円)
調整方針

(出資金等)
愛媛県海外移住組合出資証券 3,000
愛媛県漁業信用基金協会出資証券 3,050,000
愛媛県農業信用基金協会出資証券 510,000
新居浜市土地開発公社出資金 10,000,000
社会福祉事業協会設立出資金 1,000,000
愛媛県信用保証協会出えん金 17,877,000
愛媛県労働者信用基金協会出えん金 22,400,000
愛媛県森林基金出えん金 14,067,000
愛媛県栽培漁業推進基金出えん金 13,277,000
文化体育振興事業団出えん金 50,000,000
愛媛テクノポリス財団出えん金 17,913
東予情報処理技術振興財団出えん金 1,000,000
愛媛県国際交流協会出えん金 3,789,000
テクノポリス開発機構出えん金 3,135,000
(財)東予産業創造センター出えん金 375,905,000
愛媛県暴力追放推進センター出えん金 11,582,000
(財)愛媛県廃棄物処理センター出えん金 539,000
愛媛県農林漁業後継者育成基金出えん金 16,426,000
港湾建設技術サービスセンター出えん金 1,000,000

(有）別子木材センター出資金 34,880,000
(有)悠楽技出資金 27,650,000
別子山村森林組合出資証券 4,800,000

計 545,577,913 67,330,000

(単位：円)
調整方針

(有価証券)
瀬戸内運輸 1,572,150
瀬戸内海汽船 16,650
広島銀行 175,350
愛媛新聞社 27,500
日本船舶通信 500,000
愛媛電算 1,000,000
新居浜テレビネットワーク 10,000,000
マイントピア別子 86,000,000 マイントピア別子 1,000,000 別子山村の出資金は新居浜市に引き継ぐものとする。
新居浜テレコムプラザ 27,000,000 現行のまま存続する。

(株)愛媛地域総合研究所出資金 500,000 別子山村の出資金は新居浜市に引き継ぐものとする。
計 126,291,650 1,500,000

新居浜市 別子山村

新居浜市 別子山村

現行のまま存続する。

現行のまま存続する。

別子山村の出資金は新居浜市に引き継ぐものとする。



参考資料２－３　協議第２号関係(財産の及び公の施設)

その他の出資金等の調整方針 (単位：千円)
調整方針

(継続費・平成14年以降残高)
住民台帳システム改修費（Ｈ１３～Ｈ１４） 11,812
廃棄物中間処理施設整備事業（Ｈ１２～Ｈ１４） 1,647,478
渡海船建造事業（Ｈ１３～Ｈ１４） 131,583
管渠等建設事業（中央雨水幹線)　(Ｈ１３～Ｈ１４） 230,000
単独下水道事業費（Ｈ１４～Ｈ１５） 40,000

計 2,060,873 0

(単位：千円)
調整方針

(債務負担・平成14年度以降支出予定)
土地改良総合整備事業（Ｓ６２） 16,414
県単独土地改良事業（Ｓ６２～Ｈ１４） 689,510
林道開設事業（Ｈ２～Ｈ１４） 197,384
森林総合整備（Ｈ２） 368
林道災害復旧事業（Ｈ２） 743
間伐促進強化対策事業（Ｈ２） 315
東予産業創造センター建設事業 145,207
老人保健福祉施設建設事業（Ｈ９） 253,136

計 1,303,077 0

(単位：千円)
調整方針

(地方債　平成１３年度末現在高)
普通債 40,393,601 1,021,562 別子山村の負債は新居浜市に引き継ぐものとする。
災害復旧費 176,127
減税補填債 3,591,476
臨時税収補填債 792,550
臨時財政対策債 548,200 29,600 別子山村の負債は新居浜市に引き継ぐものとする。
特定資金公共投資事業債 567,333
貯木場事業債 109,434
渡海船事業債 45,719
住宅新築資金等貸付事業債 540,836 1,710 別子山村の負債は新居浜市に引き継ぐものとする。
公共下水道事業債 38,928,056
公共下水道事業債(特定資金公共投資事業債) 50,000
公共用地事業債 1,285,418

計 87,028,750 1,052,872

現行のまま存続する。

新居浜市 別子山村

現行のまま存続する。

現行のまま存続する。

新居浜市 別子山村

新居浜市 別子山村

現行のまま存続する。

現行のまま存続する。



参考資料２－４　協議第２号関係(財産及び公の施設)

基金の調整方針
平成１3年度末見込み予算ベース　単位：千円

名称 金額 名称 金額

国際交流基金 51,937

生活文化まちづくり基金 31,724

財政調整基金 3,408,785 財政調整基金 190,812

減債基金 1,149,646 減債基金 3,434

土地開発基金 2,015,075 土地開発基金 58,544

公共施設整備基金 100,000

奨学資金貸付基金 91,635

入学準備金貸付基金 2,190

特別奨学基金 33,233

青野記念奨学基金 82,653

奨学基金 6,328

寺尾音楽教育振興基金 10,000

工藤交通災害遺児就学基金 10,408

市立図書館図書交流整備基金 69,364

文化振興基金 1,709,249

体育施設建設基金 564,564

国民健康保険財政調整基金 301,707 国民健康保険財政調整基金 1,089

介護給付費準備基金 218,464 介護保険財政調整基金 1,452

地域福祉基金 442,722

福祉基金 100,000

浮川健康づくり基金 50,144

平尾墓園管理基金 107,770

交通災害共済基金 21,490

ふるさと・水と土保全対策基金 10,335 ふるさと・水と土保全対策基金 10,000

筏津地域開発基金 161,323

別子観光開発基金 424,849

合　　計 10,483,095 957,831

新居浜市 別子山村
調整方針

別子山村の
基金は、財
産として新
居浜市に引
き継ぎつい
だ後調整す
る。



参考資料３　協議第３及び４号関係（一般職の職員及び特別職の職員)

項目 新居浜市 別子山村
特別職の職員 常勤の職員

　市長、助役、収入役、監査委員、教育長（一般職）
常勤の職員
　村長、助役、教育長(一般職)

別子山村の常勤の特別
職の職員（村長、助役
及び教育長）の取扱い
については、両市村の
長が別に協議して定め
るものとする。

服務  新居浜市職員の服務等に関する規程 服務規程 合併時に新居浜市の制
度に統一する。

職員団体の登録に
関する条例

 あり なし 合併時に新居浜市の制
度を適用する。

職員勧奨退職  新居浜市職員の勧奨退職に関する 要綱 なし
退職手当組合に制度あり

　
退職手当組合を脱退

合併時に新居浜市の制
度を適用する。
別子山村は、合併の前
日をもって当該組合か
ら脱退する。

特別職の給料  市長　　　　 １,０２１,０００円
 助役　　　　　　８３３,０００円
 収入役　　　　　７３５,０００円
 監査委員　　　　４７２,０００円
 固定資産評価員　３２４,０００円
 教育長　　　　　７０２,０００円

 村長　　７０３，０００円
 助役　　５９２，０００円
 教育長　４８７，０００円
期末手当　職員に同じ
　　　　　役職加算割合

給料が異なる。

職員の給与  給料
 行政職給料表　　１０級制　８３５人
 技能労務職給料表　６級制　　４８人
 企業職給料表　　１０級制　　４７人
 教育職給料表　　　４級制　　　４人
　 計　　　　　　　　　　 ９３４人

給料
　行政職給料表　７級制　１７人
　単労職給料表　１級制　　２人
　　　 計　　　　　　 　１９人

給料表が異なる。 別子山村の一般職の職
員の給与、任用、配置
については、新居浜市
の職員と均衡を失しな
いように公正に取り扱
う。

給料等の支給日
　給料　　　　　　毎月１５日
　期末勤勉手当　　６月３０日
　期末勤勉手当　１２月１０日
　期末手当　　　　３月１５日

 給料等の支給日
　給料　　　　　　　毎月２１日
　期末勤勉手当　　　６月３０日
　期末勤勉手当　　１２月１０日
　期末手当　　　　　３月１５日

毎月の給料の支給日が
異なる。

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

行政職給料表
　初任給　大学卒　１７４,４００円
　　　　　短大卒　１５１,８００円
　　　　　高校卒　１４１,９００円

行政職給料表
　初任給　大学卒　１７４,４００円
　　　　　短大卒　１５１,８００円
　　　　　高校卒　１４１,９００円

同一

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　調　査　表

調整方針現　　　　　　　　況 課題



参考資料３　協議第３及び４号関係（一般職の職員及び特別職の職員)

項目 新居浜市 別子山村

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　調　査　表

調整方針現　　　　　　　　況 課題

職員の給与 行政職給料表級別職務分類表
１級：主事、２級：主事、３級：主事、４級：主任、５
級：主任、６級：主査・係長、７級：副課長、８級：主
幹・技幹・課長、９級：次長、１０級：部長

行政職給料表級別職務分類表
１級：主事補、２級：主事、３級：主任　、４級：係
長、５級：係長、６級：課長・課長補佐、７級：課長
教育職はなし

職務分類に違いがある 合併時に新居浜市の制
度に統一する。

管理職手当
副課長・主幹　10/100
課長　　　　　11/100
次長　　　　　11.5/100
部長　　　　　12/100

管理職手当
課長　　　9/100
課長補佐　6/100

対象者、手当額に違い
がある。

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

 扶養手当　　　国と同じ  扶養手当　　　国と同じ 同一
 住居手当 　　持家　 ３,５００円 　　借家　 国と同
じ

住居手当なし 合併時に新居浜市の制
度を適用する。

 通勤手当
　0.5㎞～2㎞ 　　　８００円
　2㎞～5㎞　　　２,５００円
　5㎞以上は国と同じ

通勤手当
  5㎞未満　  ２，０００円
  5～10㎞　  ４，１００円
 10～15㎞　  ６，５００円
 15～20㎞　  ８，９００円
 20～25㎞  １１，３００円
 25～30㎞  １３，７００円
 30～35㎞　１６，１００円
 35～40㎞　１８，５００円
 40㎞以上　２０，９００円

通勤手当が異なる 合併時に新居浜市の制
度に統一する。

特殊勤務手当てあり 特殊勤務手当てなし 合併時に新居浜市の制
度を適用する。

 時間外勤務手当 　 給料月額 × １２／（４０時間×５
２週－（祝日年末年始））

国と同じ 合併時に新居浜市の制
度に統一する。

管理職員特別勤務手当
　部長　　　 １２,０００円
　次長　　　 １０,０００円
　課長　　　　 ８,０００円
　主幹･副課長　６,０００円

管理職員特別勤務手当
　課長相当職　　　 １０,０００円
　課長補佐相当職　　 ７,０００円

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

期末手当
　　６月　１.４５月
　１２月　１.６０月
　　３月　０.５０月
　　　計　３.５５月

期末手当
　　６月　１.４５月
　１２月　１.６０月
　　３月　０.５０月
　　　計　３.５５月

同一



参考資料３　協議第３及び４号関係（一般職の職員及び特別職の職員)

項目 新居浜市 別子山村

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　調　査　表

調整方針現　　　　　　　　況 課題

職員の給与 勤勉手当
　　６月　０.６０月
　１２月　０.５５月
　　　計　１.１５月

勤勉手当
　　６月　０.６０月
　１２月　０.５５月
　　　計　１.１５月

同一

期末勤勉手当（役職段階別加算割合）
１０級：２０％、９級・８級：１５％、７級・６級：１
０％、５級・４級：５％

期末勤勉手当（役職段階別加算割合）
７級・６級：１０％、５級・４級：５％

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

公務災害補償  地方公務員災害補償基金に加入  地方公務員災害補償基金に加入 同一
児童手当  支給日 ６月、１０月、２月の１５日 口座振込又は現金

支給
 支給日 ６月、１０月、２月の１日 現金支給 支給方法が異なる 合併時に新居浜市の制

度に統一する。

退職手当  新居浜市職員の退職手当に関する条例に基づき支給 愛媛県市町村退職手当組合加入 組合加入が異なる
退職手当組合を脱退

合併時に新居浜市の制
度に統一する。
別子山村は、合併の前
日をもって当該組合か
ら脱退する。

非常勤職員
臨時職員

社会保険事務所への社会保険、厚生年金保険加入等の届
出
５３９名(13.6現在)

社会保険事務所への社会保険、厚生年金保険加入の届出
　　６名(13.6現在)

同一

研修 「新居浜市職員研修規程」あり
研修推進会議設置

規程等なし
愛媛県町村会、愛媛県研修所主催の研修に参加

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

被服 新居浜市職員被服貸与等に関する規程に基づき被服等を
貸与

職員の被服等貸与に関する規程に基づき被服等を貸与 合併時に新居浜市の制
度を適用する。

福利厚生 新居浜市職員互助会の運営
１．慶弔（結婚祝金、出産祝金、入学祝金、銀婚祝金、
病気見舞金、休職見舞金、弔慰金、災害見舞金、退会餞
別金）
２．貸付事業（住宅資金、教育資金、葬祭資金、家族療
養資金、結婚資金、災害復旧資金、生活資金）
３．福祉事業（共済宿泊施設利用助成、民間駐車場利用
助成、クラブ活動に関する助成、保健体育・教養又は親
睦目的とした行事に対する助成）
対象：正規職員のみ
本人掛金：毎月給料の５／１０００
市補助金：毎年給料の８／１０００

別子山村職員会の運営
１慶弔（結婚祝金、出産祝金、弔慰金、入院見舞金、退
職餞別金）
２親睦を目的とした事業

対象：常勤職員

　月会費　：１，０００円／１人
  村補助金：２５０，０００円

事業内容及び掛け金、
補助金の額が異なる。

合併時に調整、新居浜
市の制度を適用する。



参考資料３　協議第３及び４号関係（一般職の職員及び特別職の職員)

項目 新居浜市 別子山村

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　調　査　表

調整方針現　　　　　　　　況 課題

福利厚生及び健康
管理

特別健康診断　　　　　　年３回
定期健康診断　　　　　　年７回
新規採用予定者健康診断　年１回
短期人間ドック　　　　　通年
潜水業務従事者健康診断　年１回
各がん検診（胃・子宮・大腸・肺）
結核レントゲン検診
産業医健康相談　　　　　年９回
保健婦健康相談　　　　　随時
健康教育　　　　　　　　年３回
Ｂ型肝炎予防接種（消防・ケースワーカー・ゴミ処理業
務従事者・保健婦・看護婦・寮母等）
破傷風予防接種（ゴミ処理業務従事者・下水処理業務従
事者等）

健康診断年1回実施 健康診断以外は新居浜
市のみ実施

合併時に新居浜市の制
度に統一する。

安全衛生 新居浜市安全衛生委員会　　年１２回
新居浜市禁煙対策推進委員会　不定期
産業医委嘱

衛生管理者のみ設置 合併時に新居浜市の制
度に統一する。



参考資料６－１ 協議第６号関係（組織及び機構）

新居浜市行政組織一覧表
平成１４年４月１日( )No.1

議 会 事 務 局 長 庶 務 課 庶務係1 4
議 事 課 議事係、調査係10 5

市 長 助 役 企画調整部 企 画 調 整 課 企画係、調整係、工事検査係66 10
秘 書 課 秘書係620 4

次 長 文 書 課 文書係、統計係1 6
(国土交通省出向) 人 事 課 人事給与係、研修厚生係19

行 政 管 理 課 行政管理係、電算係、情報化推進係15
総括次長 生 涯 学 習 課 生涯学習係、地域交流係、広報係1 9

財 務 部 財 政 課 財政第一係、財政第二係90 7
契 約 課 物品契約係、工事契約係5

総括次長 管 財 課 財産係、財産整理係、住宅管理係、車両係1 18
市 民 税 課 税制係、市民税係、諸税係15
資 産 税 課 土地係、家屋係、償却資産係25
収 税 課 納税管理係、収税係18

保健福祉部 総括次長 福 祉 課 庶務係、保護係、障害福祉係204 1 21
介 護 福 祉 課 介護総務係、介護保険料係、介護認定係、高齢福祉係18
慈 光 園 管理係5

保育係、母子児童係

10 95 1児 童 福 祉 課 保育園 清光寮

健 康 推 進 課 健康推進係、成人保健係、母子保健係、感染症予防係18
東 新 学 園 管理係、指導第一係、指導第二係11
く す の き 園 管理係、指導第一係、指導第二係19

3 1人 権 擁 護 課 人権養護係 瀬戸会館

市民環境部 国 保 課 賦課係、徴収係、給付係103 20
男女共同参画課 男女共同参画係(総括次長事務取扱 ） 4
市 民 課 庶務係、窓口係記録係、住居表示係、市民相談係、国民年金係26
川 東 支 所 市民係4
上 部 支 所 市民係6
環 境 政 策 課 環境制作係、管理係、交通安全係12

13 1生 活 環 境 課 業務係、まち美化推進係、環境保全係、衛生係 斎場

1 9 1次 長 清掃センター 管理第一係、管理第二係 最終処分場

衛生センター 管理係5

産業振興部 商工係、企業誘致係、労働消費係、観光物産係36
商 工 観 光 課 工業試験場 勤労青少年ホーム(総括次長事務取扱 ） 17
(参事含 む) 端出場温泉保養センター 東平記念館

農 林 水 産 課 農政係、漁政係、林政係11
農 地 整 備 課 管理係、改良係7

都市開発部 総括次長 都 市 計 画 課 調査計画係、開発審査係、都市整備係、緑化係82 1 11
都 市 開 発 課 事業係、建設係、換地係、補償係17

技 術 監 道 路 建 設 課 計画係、改良係、街路係、国道推進係1 11
国土交通省出向 道 路 管 理 課 管理係、維持修繕係（ ） 18

次 長 用 地 課 用地第一係、用地第二係、登記係1 8
建 築 課 建築第一係、建築第二係、設備係、建築指導係、建築審査係13

下 水 道 部 下水道総務課 庶務係、業務係32 9
下水道建設課 計画係、公共下水道係、河川水路係、維持管理係(総括次長事務取扱） 18
下 水 処 理 場 管理係4

収入役 出 納 室 会計係、審査係7



新居浜市行政組織一覧表
平成１４年４月１日( )No.2

1 6 32教育委員会 教育長 事務局長 総 務 課 庶務係、施設係 事務局

次長 学 校 教 育 課 学務係、指導係(総括次長事務取扱） 1 8
3 1社 会 教 育 課 社会教育係 青少年センター

同 和 教 育 課 同和教育係3
体 育 文 化 課 体育振興係、芸術文化係、美術館等建設係7

2郷土美術館

3 1 4学 校 給 食 課 給食係、栄養士 学校給食センター 高津共同調理場

図 書 館 管理係、司書係、相談係11
生涯学習センター 事業振興係 高齢者生きがい創造学園1
広瀬歴史記念館 管理係2

16 79公 民 館 教育機関

11幼 稚 園

30小 学 校

消防長事務部局 消防長 総括次長 総 務 警 防 課 総務係、警防係1 1 7
予 防 課 予防係、危険物係116 6

（通信司令室）通信第一係、通信第二係、通信第三係

北 署 長 消 防 課 （１部）消防予防係、救急係，救助課係1 47
（２部）消防予防係、救急係，救助課係

（３部）消防予防係、救急係，救助課係

（１部）消防予防係、救急係

川 東 分 署 （２部）消防予防係、救急係19
（３部）消防予防係、救急係

（１部）消防予防係、救急係，救助課係

南 署 長 消 防 課 （２部）消防予防係、救急係，救助課係1 28
（３部）消防予防係、救急係，救助課係

選挙管理委員会 事務局長 事 務 局 選挙管理係1
1

監査委員事務局 事務局長 事 務 局 監査係1 2
3

農 業 委 員 会 事務局長 事 務 局 農政係、農地係1 5
6

水 道 局 局 長 総 務 課 総務係、経理係1 7
料 金 課 業務係、料金係47 9
工 務 課 給水管理係、漏水調査係、工務係、建設係18

次 長 水 源 管 理 課 水源管理係、工業用水道係、水質検査センター係1 11

港務局委員会 事務局長 管 理 課 管理係、マリーナ係1 6
建 設 課 計画係、建設係14 7

土地開発公社 事務局長 総 務 課 総務係2
用 地 課 用地第一係、用地第二係、登記係9 7
事 業 課 事業係

1広域圏事務局 事 務 局

1

職員数 合計 ９３８



参考資料６－２ 協議第６号関係（組織及び機構）
別子山村行政組織図

平成１４年４月１日

課長級 課長補佐級 係長級 小計

総 務 係 長 － 係 員 ２

(総務課長兼務 (内1名単労職）)

(選管書記長兼務)

(保育園長兼務)

住 民 係 長 １ 係 員 １ ９

村長 助役 総務課長 １ 総務課長補佐 １

財 務 係 長 － 係 員 １

(総務課長補佐兼務)

厚 生 係 長 １ 係 員 １

土 木 係 長 － 係 員 －

(経済課長兼務) (兼務)経済課長 １

経済課長補佐 １ 経 済 係 長 － 係 員 －(消防主任兼務)

５(経済付課長兼務) (兼務)

林 業 係 長 － 係 員 １

経済課付課 (経済課長補佐兼務)１

－ 係 員 １国 土 調 査 係 長

収入役 係 員 １ １

(助役兼掌)

教育長 教育総務係長 １ 係 員 ２ ３

(内1名単労職）

議 会 事 務 局 長 － 書 記 － －

(兼 務) (兼務)

農業委員会 事務局長 － 書 記 － －

(兼務)(経済課付課長兼務)

選挙管理委員会 書 記 長 － 書 記 － －

(総務課長兼務) (兼務)

監査委員 書 記 長 － 書 記 － －

(総務課長補佐兼務) (兼務)

保 育 園 園 長 － 保 育 士 １ １

(総務課長兼務)

合 計 １９



参考資料６－３ 協議第６号関係（組織及び機構）

別子山村が設置している附属機関等の調整方針

別 子 山 村 調 整 方 針

防災会議

国保運営審議会

新居浜市に統合する。
民生委員推薦会

ＮＩＢ観光協議会

社会教育委員会

公民館運営審議会

文化財保護審議会

特別職報酬等審議会

行政改革推進本部

災害対策本部

振興計画審議委員会

新居浜市の付属機関として引き継ぐもの筏津山荘運営審議会

とする。
ふるさと館運営審議会



一 部 事 務 組 合 等 の 調 整 方 針

新 居 浜 市 別 子 山 村 調 整 方 針

愛媛県市町村職員共済組合 愛媛県市町村職員共済組合

愛媛県市町村職員互助会 愛媛県市町村職員互助会
別子山村は、合併の前日をもって当該組合か

新居浜・西条広域圏事務組合 宇摩広域市町村圏組合 ら脱退する。

愛媛県市町村職員退職手当組合

全国市長会 全国町村会

愛媛県市長会 愛媛県町村会

愛媛県町村議会議員公務災害補償組合

愛媛県町村交通災害共済組合

愛媛県消防団員等災害補償退職報奨金組合 愛媛県消防団員等災害補償退職報奨金組合

愛媛県国民健康保険団体連合会 愛媛県国民健康保険団体連合会 別子山村は、合併の前日をもって当該団体か
ら脱退する。

参考資料７ 協議第７号関係（一部事務組合等）


